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②国際化に向けた取組み 
研究開発駆動型のクラスター作りには、研究の成功確率を上げ、レベルを更に向上させ、

開発を加速する為に広域化も含めた国際展開が必須であると考えている。“Bio-S”では、

国際レベルでの「知」の確立を踏まえて、様々な国際的アライアンス・ネットワーク作り

に取り組んでいくこととする。国際的共同研究は、インド、インドネシア、韓国、米国、

イタリア等との間で実施している。また、現在、海外の主要なクラスターであるオランダ・

フードバレー、イタリア・ボローニャ、フランス・ピタゴラと提携交渉を進めている。さ

らに、札幌で国際会議・国際シンポジウム等を開催し、情報発信能力を高めながらネット

ワーク構築を行っていく。海外での論文、学会発表については、平成 20 年度で、論文は

141 件（全 198 件）、学会・会議発表は 51 件（全 338 件）に至っており海外に目を向けた

情報発信は相応に行なわれていると考える。これらの研究開発活動を起点とした広域化・

国際化に向けた活動は、将来のグローバルな市場獲得に結びつくものと考えている。 

当面は、産業クラスター計画ならびに各大学の産学連携担当部署と連携しながら、次の

4 つの方針の下、具体的な取組みを行う。 

   イ）国際的共同研究の推進 

ロ）国際学会・シンポジウムの開催、海外展示会への出展（海外への情報発信・収集） 

ハ）海外クラスターとの交流・連携 

ニ）機能性食品にかかる国際動向(欧米・アジア)の把握（市場調査・ニーズ調査） 

 

 ＜国際展開に向けた取組みの具体例＞ 

 イ）共同研究 

○フコキサンチン含有食材の開発・・・インド（CFTRI）、マレーシア（Int.Islamic 

Univ.） 

○オリゴ糖合成酵素の利用・・・・インドネシア（LIPI） 

○スフィンゴシンの機能評価・・・韓国（江稜大学）、米国（Washington Univ.） 

ロ）国際学会・シンポジウムの開催等 

○Italy-Hokkaido Joint Workshop on Bilateral Cooperation(Bio-IT)（平成 20

年 12 月 札幌開催） 

○MIF symposium（平成 21年 5月 札幌開催） 

○北大 産学連携本部との連携によるバイテク見本市「バイオテクニカ 2009」へ

の出展（平成 21年 10 月予定 ドイツ・ハノーバー開催） 

○セラミド研究会（平成 21 年秋札幌にて開催予定、現在準備中） 

○Annual International Society for Nutraceuticals and Functional Foods（平

成 23 年札幌にて開催予定、現在準備中） 

○産業クラスターとの連携による国際シンポジウム（平成22年札幌にて開催予定、

現在準備中） 

 ハ）海外クラスターとの交流・連携 

○オランダ・フードバレー（平成 21年 5月に実施） 

○イタリア・ボローニャ （平成 21年 5月に実施） 

 ニ）機能性食品にかかる国際動向の把握 

○海外バイオクラスターにかかる事例調査等を実施中 

 ホ）その他 

○中国・・・素材評価にかかる検討（Yiling Pharmaceuticals） 

○台湾・・・クラスター形成にかかる意見交換（ITRI（工業技術研究院）（平成 21

年 5月に実施） 

○韓国・・・食材処理技術にかかる共同研究検討（北大・西村研究室） 
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図Ⅳ-7 国内外他地域との連携・交流 

 

③地方自治体等の関連施策 
本事業の円滑な事業展開並びに地域のバイオ産業振興を支えるものとして、北海道経済

産業局、北海道、札幌市を中心に様々な関連施策を実施しており、バイオクラスター形成

に向けてそれぞれが有機的に連携している。 

表Ⅳ-7 地方自治体の関連施策 

事業名称 事業概要及び成果・効果 

金額（単位：千円） 

＊Ｈ２１は予算額 

平成 

１９年

度 

平成 

２０年

度 

平成 

２１年

度 
事

業

運

営

経

費 

知的クラスター創

成事業(第Ⅱ期)補

助金 

＜道、札幌市＞ 

知的クラスター創成事業(第Ⅱ期)の事業運営経費

の一部を助成 

※本部人件費等に道 19,000 千円、札幌市 9,500 千

円（例年ベース） 

21,375 28,499 28,500 

研

究

開

発 

創造的中小企業育

成強化促進事業費 
(ﾊﾞｲｵﾃｸﾉﾛｼﾞｰ振興

枠等)  ＜道＞ 

道内の中小企業者等（個人事業者、事業協同組合を

含む）が構成員の 1/2以上を占める 2社以上のグル

ープが、大学等の研究機関の協力を得て行うバイオ

テクノロジーに関する分野の研究開発費を助成。 

※助成対象    19年度実績 1事業 

13,760 ― ― 

中小企業競争力強

化促進事業費(産

学連携等研究開発

支援事業)＜道＞ 

中小企業者等を 1/2 以上とするグループによるバ

イオ産業・食品工業などに関する新分野・新市場進

出等を目指した研究開発に対する 2 年間の補助(産

学連携や異業種連携による共同研究に限る)。 

※助成対象    20年度実績 合計 3事業 

― 24,000 29,500 

イノベーション創

出研究支援事業 

     ＜道＞ 

国等の大型プロジェクトに繋がる基礎的な研究や、

同プロジェクトから創出された研究成果のモデル

化等の研究を支援。平成 20年度に制度改正を行い、

全面的な国の施策・事業との連携を図る。（21年度

総事業費 102,080千円） 

※助成対象    20年度実績 合計 26事業 

― 51,686 34,026 

研究開発支援事業 

     ＜道＞ 

将来産業化につながる可能性が高いと認められる

研究開発シーズを育成するために、道内の共同研究

グループが行う産業技術に関する研究開発、若手研

究者による研究、新たな付加価値の創造を目的に行

う研究開発経費を助成。 

※助成対象    19年度実績 合計 71事業 

50,468 ― ― 

横浜
大阪

神戸

中国

イ ンド

イ ンド ネシア
マレーシア

韓国

台湾

イ タ リ ア

オラ ンダ

調査・ 交流

共同研究

ニュ ージーラ ンド

マッ チング
商談会

拠点進出

函館

十勝

地域連携
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道立試験研究機関

の関連研究費 

     ＜道＞ 

道立試験研究機関が行う、知的クラスター創成事業

(第Ⅱ期)に関連する研究開発。 

※対象研究事業 19年度 合計 7事業 

        20年度  合計 8事業 

21,621 25,099 13,518 

事
業
化
促
進 

中小企業競争力強

化促進事業費(マ

ーケティング支援

事業)  ＜道＞ 

新分野・新市場進出等を目指した商品・サービスの

各種市場調査や展示会・商談会への出展に係る経費

に対する支援。 

※助成対象   20年度実績 合計 10事業 

― 7,251 8,000 

中小企業競争力強

化促進事業費(成

長先導分野振興

枠)   ＜道＞ 

 

 

新分野・新市場進出等を目指した製品開発並びに市

場調査等に要する経費に対する支援。 

※助成対象   20年度実績 合計 7事業 
 
 

― 17,500 17,500 

地域産業創出推進

事業 

     ＜道＞ 

地域産業の活性化及び高度化を進めるため、地域の

産業間連携による産業クラスター形成の取組に対

する支援として、地域産業プロデューサの設置や事

業化開発の支援を実施。 

※19年度実績  プロデューサー 6名 

 20年度実績  プロデューサー 6名 

54,275 51,308 ― 

産業創出推進事業

(産学官連携型地

域クラスター整備

事業)  ＜道＞ 

 

地域のおける資源や特色を生かした産業おこしを

支援するため、プロデューサーの配置、プロジェク

トの市場調査や商品試作支援、専門家の派遣などを

行う。（21年度 総事業費 80,376 千円） 
 

― ― 53,584 

バイオ産業販路拡

大支援事業 

     ＜道＞ 

道内バイオ企業の販路開拓・拡大を支援するため、

今後の成長が見込まれる「医療・医薬」「研究支援

ビジネス」分野について、国際的なバイオ産業展示

会に出展する。 

※19年度実績  出展（平成 19年 9月） 

 20年度実績  出展（平成 20年 10月） 

2,332 2,916 1,860 

機能性食品等支援

事業 

     ＜道＞ 

販路開拓や事業提携等ビジネス面が弱い道内の健

康食品を扱う企業に対し、人に効果があることが科

学的に証明された機能性食品等の販路拡大を支援

するため、「食品開発展」へ出展するとともに、セ

ミナーを開催する。 

※19年度実績  出展（平成 19年 11月） 

 20年度実績  出展（平成 20年 10月） 

3,148 1,523 1,545 

企業連携構築事業

(ビジネスマッチ

ング事業) 

    <札幌市> 

札幌周辺のバイオ企業と関東・関西等全国の企業と

のビジネスマッチングを行うための取組。 

※20年度 札幌、神戸、大阪にて開催 

 参加企業数のべ 135社 

9,468 15,809 15,200 

大学連携型起業家

育成施設等運営事

業 

 ＜道・札幌市＞ 

 

北大ビジネス・スプリング（中小企業基盤整備機構）

に対して賃料補助を行うとともに、インキュベーシ

ョン・マネージャーを配置し、企業支援を実施。 

 

― ― 10,472 

北海道中小企業応

援ファンド事業貸

付金 

     ＜道＞ 

地域の産業資源や事業シーズなどの多様な産業の

芽を見出し、これらを活用した産業の創出を図ると

ともに道内中小企業等の競争力の強化や経営革新

による事業化、産業クラスター形成などの取組を加

速させる。 

※助成対象  20年度実績  合計 20事業 

― 31,920 118,500 

ベンチャー支援事

業 
   ＜札幌市＞ 

新技術・新商品や大学・研究機関等の優れた研究成

果の事業化を図るベンチャー企業を創出・育成して

いくために、起業家の円滑な創業・事業展開を支援。 

※20年度までの支援実績 22件 

8,000 ― 3,000 

産業誘致推進事業 
   ＜札幌市＞ 

札幌のバイオ企業がバイオジャパンへ出展するブ

ースを確保するための経費 6,290 1,207 1,200 

新産業育成推進事

業 

   ＜札幌市＞ 

中小企業者と大学等・異業種企業との連携や研究開

発を支援する補助制度。 

※20年度までの支援実績 7件 
24,000 19,660 20,000 
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新産業誘致促進事

業(バイオ分野) 

   ＜札幌市＞ 

IT、バイオ、コンテンツ分野の企業進出に係る補助

制度 

※20年度までにバイオ分野企業 1社誘致実現 
280 10,525 5,000 

ものづくり産業活

性化支援事業 

   ＜札幌市＞ 

市内の中小企業が取り組む「新製品開発・既製品改

良に関する事業」に対し補助を行う本事業のうち、

バイオ分野の企業に対しての補助分 
4,250 ― ― 

人

材

育

成 

バイオベンチャー

ビジネススキル強

化支援事業費 

     ＜道＞ 

バイオ企業の研究成果の事業化を促進するため、ビ

ジネスで必要となる戦略や実務に関する講座等を

実施。 

※19年度実績  セミナー1回、講座 6回等 

1,838 ― ― 

食品産業振興対策

費 

     ＜道＞ 

安全・安心な食品づくりを基本とし、消費者ニーズ

に対応した付加価値の高い新商品の企画・開発、技

術指導、作業管理等を行う優秀な人材を養成するた

め、企業や大学等と連携し、セミナー等を実施する。 

― ― 2,135 

 
 
 
 
 
 

ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築 

ビジネス情報発信

事業  

   ＜札幌市＞ 

札幌のバイオ企業等の保有する技術や人材に関す

る情報をヒアリングし、それらを冊子「札幌の技術」

及び WEB上に掲載。 
1,171 ― ― 

健康バイオ産業振

興費   ＜道＞ 

食品分野や医療医薬分野における産業活動を支援

するシステム（治験ネットワーク）の検討及びビジ

ネスモデルの構築を行う。 

※19年度実績  協議会 2回、部会等 6回等 

13,182 ― ― 

創薬・機能性食品

等産業創出振興事

業費   ＜道＞ 

創薬産業の創出と道産素材を利用した新しい機能

性食品の研究開発を促進するため、産学官の連携に

より、創薬産業や機能性食品のあり方を検討する。 

※20年度実績 戦略会議 3回、セミナー 2回 

― 1,150 2,356 

 

地域バイオ育成推

進事業費 ＜道＞ 

 

道内各地域のバイオ振興団体と連携し、バイオ産業

の育成や活性化を図るための取組を実施。 

※ 19年度実績 地域講座 3箇所 

 20年度実績 地域講座 3箇所 

843 888 1,074 

リサーチ＆ビジネ

スパーク構想推進

費    ＜道、

市、道経連など＞ 

研究開発から事業化までの一貫したシステムを産

学官の連携によって構築する「リサーチ＆ビジネス

パーク構想」の推進のための取組。 
33,800 28,220 20,733 

 
 

④国の関連施策 
 

表Ⅳ-8 国の関連施策 

事業名称 事業概要及び成果・効果 

金額（単位：千円） 

＊Ｈ２１は予算額 

平成 19

年度 

平成 20

年度 

平成 21

年度 

都市エリア産学官連携促進事業 
 

〔発展型:十勝エリア〕農畜産物を生かし

たアグリバイオクラスターの形成 

※17～19年度 一般型事業の実施 

・機能性を重視した十勝産農畜産物の

高付加価値化に関する技術開発 

※20年度 ＦＳ事業の実施 

※21～25年度 発展型事業の実施 

90,646 39,999 
※見込額 

200,000 

都市エリア産学官連携促進事業 〔発展型：击館エリア〕マリン・イノベ

ーションによる地域産業網の形成 

※15～17年度 一般型の実施 

※18～20年度 発展型事業の実施 

200,000 200,000 ― 

知的クラスター創成事業 

（グローバル拠点育成型） 
〔击館地域〕「击館マリンバイオクラスタ

ー～ＵＭＩ(Universal Marine Industry)

のグリーン・イノベーション」形成に向

けた取組（21～25年度） 

― ― 300,000 
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北海道バイオ産業成長戦略 
〔産業クラスター計画〕 

[グローバル産学官連携拠点追加

分] 

バイオ産業のクラスター形成を図る。天

然資源が豊富な北海道の特性や数多く立

地する大学・研究機関のシーズを活用し、

世界に通用する企業群を創出する。 

 

65,000 44,733 

 

45,764 

[7,000] 

科学技術振興調整費(先端融合 

領域ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出拠点の形成） 
「未来創薬・医療イノベーション拠点形

成」次世代の創薬と先端医療等の創造を目指

し、複合糖質・脂質などの生体関連化合物に関

する分子生物学と分子計測イメージングの融

合領域として、実用的新薬・疾患診断治療技術

開発を加速する実践的研究と人材育成のため

の拠点を形成する。 

323,626 409,935 697,840 

橋渡し研究支援推進プログラム 「オール北海道先進医学・医療拠点形成」 

ライフサイエンスの基礎研究を先進的な

医療へ橋渡しする研究拠点を構築し、研

究成果の実用化を推進する基盤整備事

業。シーズ実用化に向けたサポート、治

験推進、企業との折衝、知財管理、人材

育成や倫理審査に取組む。 

※19 年度 運営委員会の開催、シンポジ

ウムの開催 

※20 年度 運営委員会の開催、シンポジ

ウムの開催 など 

288,500 262,582 200,000 

産学官連携戦略展開事業 

（戦略展開プログラム） 

[グローバル産学官連携拠点追加

分] 

産学官連携の拠点として戦略的な活動を

おこなうため、大学などに対して体制整

備に係る活動費等の支援を実施 
― 57,000 

55,000 
[13,000] 

知的クラスター創成事業(第Ⅱ

期) 

[グローバル産学官連携拠点追加

分] 

 

「北大 R&BP 構想」を基盤に、“Bio-S”、

「未来創薬・医療イノベーション拠点形

成」「オール北海道先進医学・医療拠点形

成」による健康科学と高度医療を指向し

た総合研究開発基盤の統合化を図るもの

として「健康科学・医療融合拠点」形成

を目指す。 

― ― 30,000 

 

⑤その他 

a.地域の民間団体の取組み 

表Ⅳ-9 地域の民間団体の取組み 

名称 概要 備考（規模等） 

北海道バイオ

産業クラスタ

ー・フォーラ

ム 

北海道内のバイオ企業のネットワーク化を図るとともに、道外の商社や、ＶＣ、

金融機関、メーカー等ビジネスパートナーとなりうる企業群による「道外パー

トナーズ」と連携し、道内外でのバイオビジネス交流を活発化（企業マッチン

グ）させることにより、道内で生み出されるバイオ製品の販路拡大等を目指す。 

118社 

※H21.9現在 

次世代ポスト

ゲノム研究推

進協議会 

複合糖質を中心とした幅広い分野の研究を融合的に推進する研究者ネットワー

ク及び企業ネットワークから構成している。企業も加わる研究者ワーキングの

設置やバイオ産業クラスター・フォーラムと連携したイベント等の活動を展開

しており、“Bio-S”や HTR、未来創薬・医療イノベーションなど国家的な大規模

プロジェクト獲得の呼び水となった。 

研究者 

約 160名 

企業 49社 

※H20.3現在 

NPO 法人北海

道バイオ産業

振興協会 

バイオテクノロジーの暮らしや環境への利用やバイオインダストリーの振興の

ために、公開セミナーや技術研修、産学官の交流などの各種事業を通じて、バ

イオテクノロジーに対する道民の理解を深めながら、技術の普及、定着による

道民生活の安定と向上を図る等社会全体の利益の増進に貢献し、まちづくりに

寄与することを目的として様々な活動を展開。 

バイオ企業、研

究者等 142者 

※H21.6現在 

一般社団法人

北海道バイオ

工業会 

北海道のバイオ関連企業が結集し、業界を取り巻く重要な課題について調査研

究・討議し、その解決に向けて行動することにより、北海道におけるバイオ産

業の一層の発展を目指す。 

36社 

※H21.5現在 
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HoPE（一般社

団法人北海道

中小企業家同友

会産学官連携研

究会） 

中小企業の経営環境の改善を目指す北海道中小企業家同友会と北大の連携を基

に、大学や公設試験研究機関のシーズと企業ニーズをマッチさせ、お互いの強

みを発揮しながら、新産業の創出とビジネスチャンスの拡大を目指す研究会。

月 1 回の例会のほか、産学官連携を進めるための研究会や見学会など活発に活

動を展開。 

約 200社 

 

b.大学等の取組み 

＜北海道大学＞ 
  北海道大学では、既存の部局で別々に行われてきた生命科学の教育・研究を部局

の 壁を超えた新しい生命科学の教育、研究を目指す融合型組織として、平成 18年

度に大学院生命科 学院及び大学院先端生命科学研究院を発足させたほか、平成 20

年度には医学・医療分野で健康科学を実践する大学院保健科学院及び大学院保健科

学研究院を新たに設置した。これによって、病気の治療を対象とする医学・薬学と

いう従来の枠組みに加えて、健康維持を目的とした生命科学と保健科学の分野に係

る研究を本格化し、ライフサイエンス研究全般のさらなる充実化を図っている。 

  また、平成 21 年 7月には、経済産業省事業に「先端バイオセンター（仮称）」が

採択され、「創薬・機能性食品開発拠点」として大きな期待を集めている。平成 22

年度中に北キャンパス内に完成予定。（P.35に後述） 

＜札幌医科大学＞ 

 “Bio-S”の研究から生じた体液サンプルのデータベースが、同大学などが経済

産 業 省 事  業を活用して開 発した研 究 支援システムにより学内に構築されることと

なり、“Bio－S”の研究支援に有効に活用されている。 

＜旭川医科大学＞ 

同大学を中心に実施している研究テーマ「抗酸化作用をもつ機能性素材開発」が

主導する「抗酸化分析センター（仮称）」の学内開設にあたり、大学当局 から前向

きな協力を得ている。 

＜北海道情報大学＞ 

同大学を中心に実施している研究テーマ「機能性食品開発のための基盤整備」に

おいて開設することとしている「医療・バイオ情報解析センター」について、学内

設置に全面的に支援を受け、順調に稼働開始している。 

  

c.セクター横断的な取組み 

 ＜北大リサーチ＆ビジネスパーク構想＞ 
「リサーチ＆ビジネスパーク（R&BP）構想」とは、研究開発（リサーチ）とその成

果の実用化･事業化（ビジネス）を特定のエリア内（パーク）で推進し、企業や産業

の競争力強化やベンチャービジネスなど起業の促進によって、地域の経済発展を図っ

ていこうという取組みで、道内のいくつかの中核都市にこの R&BP を構築していこう

というものである。  

現在、北海道大学の北キャンパス及び周辺地域（敶地面積約 30ha）で展開されてい

る「北大リサーチ＆ビジネスパーク構想」（以下、北大Ｒ＆ＢＰ構想）は、そのモデ

ルケースとして平成 14 年度から実施されたもので、①中核的研究開発拠点の形成、

②産学官連携拠点の形成、③知的資産活用による経済活性化、という 3つの目的を掲

げ、その実現に向けて活発な活動が展開されている。“Bio-S”は、この「北大Ｒ＆Ｂ

Ｐ構想」で推進する大型研究テーマのひとつに位置づけられ、道内の産学官 11 機関

が参加する「北大Ｒ＆ＢＰ推進協議会」（平成 15 年設置）の支援協力の下、早期に成

果をあげるべく取り組んでいる。 
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＜北大リサーチ＆ビジネスパーク＞ 

 

 

 ◆わが国の「グローバル産学官連携拠点」としての北大リサーチ＆ビジネスパーク 
「北大リサーチ＆ビジネスパーク」は、平成 21 年 6 月に文部科学省と経済産業

省との共同事業施策「グローバル産学官連携拠点」（平成 21年度は全国 5地域が選

定）として選定され、“Bio-S”はグローバル産学官連携拠点を形成していくため

の主要な研究開発プロジェクトのひとつである。 

以上のような点から、“Bio-S”が目指す食と健康に関する中核的研究開発拠点（ＣＯＥ：

Center of Excellence）の形成に向けた取組みは、事業終了後も「北大リサーチ＆ビジネス

パーク」を中心としてバイオクラスターの形成に向け推進していく。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｄ.．関連府省施策等との連携 
文科省の「オ ー  ル 北 海道先進医学・医療拠点形成」（臨床橋渡し研究）プログラムでは、

北海道大学、札幌医大、旭川医大の 3大学により、医薬・先端医療を中心とした臨床開発

を行っていく組織として「北海道臨床開発機構」を設立している。食品の臨床開発（疫学

研究に関する倫理指針）は、医薬の臨床開発(臨床研究における倫理指針)と異なる部分も

多いが、臨 床 試 験 のデザイン（プロトコル作成）、データ解析（医療統計）などでは共通

JR札幌駅 

北海道大学（北キャンパス） 

 

産 
ｼｵﾉｷﾞ創薬 

ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝｾﾝﾀｰ 
 

学  創成研究機構 
  

  触媒化学研究ｾﾝﾀｰ 
 

 電子科学研究所附属 

 ﾅﾉﾃｸﾉﾛｼﾞｰ研究ｾﾝﾀｰ 
 

 

先端生命科学研究所

附属次世代ﾎﾟｽﾄｹﾞﾉﾑ

研究ｾﾝﾀｰ 

 

創成研究機構 

研究部ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ部門 
 

 

ﾉｰｽﾃｯｸ財団 

ｺﾗﾎﾞほっかいどう 産 

 

人獣共通 

感染症ﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 

 

JSTｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ 

ﾌﾟﾗｻﾞ北海道 

道立工業試験場 

 
道立衛生研究所 

 

道環境科学 

研究ｾﾝﾀｰ 

北大ﾋﾞｼﾞﾈｽｽﾌﾟﾘﾝｸﾞ 

（中小機構インキュベーション施設） 
官 

学 

学 
学 

官 

官 

官 

官 

 

官 道立地質研究所 

 

☆「グローバル産学官連携拠点」の概要 

北大北キャンパスにおける研究機関や各種支援機関等の集積と既存の産学官連携の仕組み（＝北

大Ｒ＆ＢＰ推進協議会）を活かし、北海道の強みであるライフサイエンスとバイオテクノロジー分

野におけるグローバルな産学官連携拠点の形成を目指すもので、現在推進している３つの研究開発

プロジェクト「さっぽろバイオクラスター“Bio-S”」、「オール北海道先進医学・医療拠点形成」、「未

来創薬・医療イノベーション拠点形成」を連携･融合させ、概ね 10年後には、世界トップクラスの

「健康科学・医療融合拠点」となることを目指している。拠点形成に向けた活動の一つとして、３

つのプロジェクトの情報共有化と相互協力を目的とした連絡会議を設置することとしており、その

準備会を 9月に開催するなど、着実に取組みを進めている。 

提案機関：北海道経済連合会・北海道大学・北海道・札幌市 

調整機関：北海道科学技術総合振興センター 

協力機関：北海道開発局・科学技術振興機構 JST イノベーションプラザ北海道・産業技術総合

研究所北海道センター・日本政策投資銀行北海道支店・中小企業基盤整備機構北海

道支部・札幌医科大学・旭川医科大学 
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の部分もあることから、課題を整理しながら、事案に応じた協力関係を構築することとし

ている。特に、優れた医薬グレードの素材を見出した場合は、このプログラムの全面的な

活用も検討している。 

経済産業省施策として産業クラスター形成に取組んでいる「北海道バイオ産業クラスタ

ー・フォーラム」事業とは、すでに連携を促進してきている。また、平成 21 年 7 月には

北海道大学 内での「先 端バイオセンター（仮称）」建設が、経済産業省・産業技術研究開

発施設整備費補助金に採択されている。（総事業費 20 億円、平成 22 年度完成予定）同セ

ンターは、世界レベルの創薬・機能性食品開発の拠点形成を狙いに新設されるものであり、

北海道大学北キャンパスにおける研究施設として一層の充実が図られることとなる。同セ

ンターの採択にあたっては、“Bio-S”参画研究者・企業が大きな原動力になっており、今

後、これらの先端的施設利用による本事業の研究開発の加速化が大いに期待できる。 

前述であるが、本事業で進めてきた研究テーマ「抗酸化能を正確・簡易に測定するため

の ESR 用計測技術の開発」は、要素技術開発で一定の成果があがり、平成 20 年度におい

て NEDO エコ・イノベーション事業に採択され実用化に向けての取組みを進めた。 

 このほか、近年は、一次産品の持つ機能性についての関心の高まりや、医療関係者の食

機能 への意識 の高まり等もあり、農林水産省施策や厚生労働省施策の活用も検討していき

たい。 

 

 

（３）事業化戦略 

 

○“Bio-S”を通じた事業化戦略 
研究開発マネジメントにおいて、事業化を促進させるための戦略として研究体制を整備

し、基幹研究から実用研究までの流れと、研究の各段階で生まれる解析技術などを共通基

盤技術に集積させる流れを構築した。ひとつは基幹研究から実用研究までの流れの中から

参画企業と共同で製品開発等を図っていく戦略で、もうひとつは研究を推進する中で生ま

れてきた解析技術や評価技術などを地域が保有すべき技術として、共通基盤技術に蓄積し

地域において事業化を展開する戦略である。 

共通基盤技術研究は臨床、非臨床の両面から取組んでおり、企業への技術移転や公的機

関による受託解析の方策を探ることで、地域企業が取組む素材の高付加価値化や解析ビジ

ネスの技術力アップにつなげていくものである。 

 

 
図 Ⅳ-8 “Bio-S”事業を通じた事業化戦略 

免疫・
アレルギー
改善

認知機能
改善

代謝機能
改善

探索研究

素材解析
（ 成分分析）

評価系構築

基幹研究 応用研究 実用化研究

機能解析
（ 高付加価値化）

解析手法開発
（ 応用化）

バイ オ応用素材

健康食品開発

共通基盤技術研究

臨 床

（ A)機能性食品開発基盤整備グループ

・ 機能性食品人介入試験モデル構築

・ 機能性食品素材データ ベース構築

・ 医療・ バイ オ情報解析センタ ー設置

製
品
開

発

非 臨 床

（ B)機能性評価技術基盤整備グループ

・ 免疫科学評価（ アレルギー・ 感染症評価）

・ 抗酸化能評価

・ 創薬科学評価（ in silico） 構造予測技術

事

業
化
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また、個々の研究テーマの事業化については、参画企業の自主的な活動によるものが大

きい。そのため、出口が見えて早期に事業化が望まれる研究成果や、幅広い分野で応用が

期待できる評価技術などについては、事業化の促進を図るために地域企業を主体に新たな

産学官連携による研究開発プロジェクトとしてコーディネートする。 

大学研究者との、より密接な関係の下で機動的の事業化を進めることが必要な研究テー

マに関しては、北海道や札幌市などの行政施策と連携しながら、ベンチャー等による起業

を含めて適切な支援をしていく。 

中核機関である（財）北海道科学技術総合振興センターでは、地域の中小企業等を中心

として、研究開発プロジェクトに係る基礎研究から事業化・ビジネス化までの一貫した支

援を行っており、財団の事業活動として支援していく方針である。 

 
図 Ⅳ-9 中小企業・地域企業参加による事業化促進 

 

○研究テーマ分類別の事業化戦略 
研究テーマは、研究分類型に分けるとバイオマーカーなど特定の機能を示す因子の解析

を目指す探索型の研究と、食素材の機能解析を通じて機能性食品開発を目指す開発型研究、

解析を行うキット等のツール開発やシステム開発を目指す評価型研究から成っており、そ

れぞれ相互に関連しながら科学的検証に基づきビジネスモデルにつなげていく戦略をと

っていく。事業化の検討にあたっては、市場調査などによる研究開発や市場の動向を把握

するほか、大学の経営関連の専門家や北海道と包括連携協定を締結している民間企業等の

専門的なノウハウを活用しながら進める。 

 

図 Ⅳ-10 研究テーマの事業化戦略 

研究成果

中小･ベンチャ ー･
地域企業等

参加

事業化に向けた共同研究
プロジェ ク ト の組み立て
（ 新規の競争的資金等）

事業化

参加企業による事業化

（ コ ーディ ネート ）

●科学的エビデンスに基づく 製品
による市場獲得

●質の高い受託解析企業群の創出

●質の高い製品供給基地の確立

＜事業化の目標＞

開発型：食素材
（ある特定の素材・食材に付加価値をつける）

評価型：システム
（素材の機能評価をするシステムをつくり、それを利用する）

探索型：バイオマーカー
（特定の機能を示す因子を見つけ出す）

認知症バイオマーカー
北大・稲垣/札医大・小海

消化管機能評価
北大・綾部

プロテオグリカン
北大・五十嵐

エピラクトース
北大・松井

動脈硬化バイオマーカー

（プラズマローゲン）
北大・原

フコキサンチン
北大・宮下

診断キット
（評価システム化）

臨床的意義の付加

診断キット（評価システム化）
評価センター（ビジネス化）

ポリフェノール
旭医大・若宮

機能性食品等の開発

オリゴ糖（DFA）
北大・浅野

構造予測技術
東理大・田沼

抗酸化能測定(ESR)
札医大・藤井

アレルギー・感染症評価
札医大・氷見

栄養遺伝学的評価
北大・宮下

動脈硬化リスク診断
北大・千葉

蛍光色素技術
北大・山田

麦芽乳酸菌
旭医大・高後

スフィンゴ脂質
北大・五十嵐

スピルリナ
北大・瀬谷

プラズマローゲン
北大・原

認知症評価
札医大・小海

免疫バランス評価
北大・西村

抗酸化能機能分析
（データベース）
旭医大・若宮

ヒト介入試験モデル
情報大・西平

素材・製品のプロモーション
研究開発のフィールド形成

免疫バランス評価
北大・西村

黒千石・ネピュレ
北大・西村

地域貢献

抗酸化能分析拠点

ヘルスツーリズム

コホート
（留萌コホートピア）

食品開発ボラン
ティア育成（江別）

・・・免疫・アレルギー改善G

・・・認知機能改善G

・・・代謝機能改善G

・・・共通基盤G

・・・実用化研究G
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○事業化戦略の将来展望 
地域が目指すクラスター創成のためには、国際レベルのサイエンスを実践するＣＯＥと

事業化支援機能（地域の支援機関等が協働して事業化・産業化を支援していく機能）の構

築による「イノベーションの場」の形成が必要となる。この「イノベーションの場」が、

地域の知識・技術等の資源をフルに活用し、食品や化粧品をはじめとするバイオ産業の振

興やクラスター形成を進めていくための総合的なシンクタンク機能を果たしていくこと

になる。 

また、このような実績を重ねていくことによって、食素材等の機能評価に関する先端的

な研究拠点、機能性食品や健康食品等のビジネス拠点として訴求力が高まり、北海道が機

能評価や素材にかかる情報集積等のグローバルセンターとなると考えている。 

 

○これまでの進捗状況と事業化に向けた今後の展開 
これまで“Bio-S”から生まれた主要な技術・成果を大まかに整理してみると、評価を

行う ために必要な解析技術を始め、各種評価技術、これまでにない新しい測定技術などが

次々と出来てきており、事業化に向けての今後の展開が期待されるところとなっている。

(図Ⅳ-11 参照) 

上市された製品はまだ多くはないが、実用化研究として進めている 2 テーマは事業期間

中の事業化が期待できる状況にあるほか、新しい過酸化脂質測定技術を中核とする拠点化、

農産物の抗酸化能研究の地域拠点構想などの検討も進めている。これらは、新規事業体の

芽として、今後、ベンチャー起業なども視野に入れ積極的に多様な形態での事業化実現を

検討していく。 

前述した戦略の結果、要素技術を活かした実用化促進のためのプロジェクトとして、「新

しい抗酸化能評価法を活用する健康管理に向けた調査研究」（NEDO エコ・イノベーション

事業）、「新規蛍光ソルバトクロミック色素の実用化研究」（JST地域ニーズ即応型）の 2課

題が 採択されている。評価を行う技術、システムが充実しつつあり、今後の素材評価や機

能性食品開発は加速していくものと見込んでいる。 

さらに、“Bio-S”に参画している研究者が「スギ花粉疎開ツアー（上士幌町）」など北

海道の自然環境と安全安心な食材を活用して健康を回復するヘルスツーリズムなどの取

組みを進めるなど、観光産業と連携した地域振興も視野に入れている。 

 

○事業化への取組み事例 
a. 正常な消化管細胞を用いた評価系構築に取組んでいる研究者 A と、研究用細胞供給を

行っている企業 Bは、連携することで消化管細胞の分離技術を大きく進歩させた。さら

に研究者 Cが参加して極性によって多彩な蛍光をする色素を開発し、細胞分離技術開発

に大きく貢献してきた。企業 Bは現状のまま細胞をデリバリーするビジネスよりは、細

胞の種類毎のダイナミクスに関する解析を進めて、より高付加価値なビジネス展開を目

指している。また、蛍光色素は研究用のプローブとして他の研究者からも注目を集め、

平成 21 年度から色素としての実用化を促進する JST の共同研究プロジェクトとして地

域の産学官で研究がスタートし、今後の展開によってはベンチャー起業なども視野に入

れており事業化実現への期待が大きい。  

b. 認知症等の神経変性疾患にかかるバイオマーカー探索を行っている研究者 D と、共同

研究を行っている企業 Eは、探索しているタンパク質の濃度が非常に低いことから、解

析可能なレベルまで濃縮・分離する装置開発を行って研究を進めてきた。濃縮・分離す

る装置は近々市販予定となっている。 

c. 脂質代謝を研究している研究者 F と企業 G は、ある種の脂質にいくつかの動脈硬化指

標との強い相関性を認め、これを基に機能性素材開発に取組んでいく予定である。さら

に、研究者 H は、脂質代謝改善効果を持つ食素材を高含有化させる技術開発に成功し、

企業 Iはこの食素材による事業化を検討している。 
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図 Ⅳ-11 研究テーマからの主要な技術・成果(平成 21年上期現在) 

 

（４）知的財産戦略 
本事業では、前述のとおり研究テーマの分類として、バイオマーカー解析などの探索

型、食素材の機能性解析から機能性食品開発を目指す開発型、検査キットやシステム開

発を目指す評価型の、大きく 3タイプに分類している。 

食素材にかかる開発型では、食材の新たな機能性を見出したとしても、特定保健用食
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品等を除き、効能効果を訴求できないため、他の創薬などのバイオ領域とは特許が持つ

意味合いがかなり異なり、事業化していく上での特許の重要性が相対的に低いといえ、

新規物質について特許取得した場合でも、食材としての開発には、多くの資源投資が必

要となる。また、食材の製造あるいは製品化プロセスでは、特許取得が可能な発明が期

待される。ただ、本プロジェクトでは、この領域の研究は数尐ない。従って、この分野

では、特許とともに学術支援を通じたブランド向上策の活用を図ることも重視して、総

合的な知的財産の活用を図ることとしている。 

一方、バイオマーカー探索、検査キット開発では、特許による権利確保が極めて重要

であることから、国際出願も含めた特許の取得を主眼として進めている。特許（出願）

に関しての大学関係部署・企業との調整は、科学技術コーディネータが担当している。

特に、研究成果の事業展開上、特許戦略が重要なポイントとなる研究テーマ（免疫グル

ープ・認知グループ各テーマ及び代謝グループの一部）に関しては、科学技術コーディ

ネータの活動の重点を特許関連の調整に置いている。 

将来の海外進出のために、国際出願が重要なポイントになると考えている。現状、国

際出願を予定するテーマとして、⑦-1「糖質代謝改善作用を持つ機能性素材開発」、⑧

「脂質代謝改善作用を持つ機能性素材開発」、⑫「汎用的バイオ応用を目指した蛍光ポ

リマー粒子プローブの創製」がある。さらには、免疫グループ・認知グループの各テー

マにおいても成果次第で国際出願を視野に入れており、関係大学の知財関連部署と協議

していく予定である。 

また、知的クラスター本部内の知財対応能力の向上を図るものとして、東大 TLO に 5

年在籍した技術移転業務の経験者を科学技術コーディネータとして採用した。事業の進

捗につれて特許関連の課題が増加しつつあるが、本部側の対応力向上に努めるとともに、

大学知財関連部署、研究者、企業との円滑な調整に注力している。 

 基本計画に対してのこれまでの推移、評価は下記のとおり。 

 ○ライフサイエンス特許の特性に基づいた出願・活用 

 現在までに、15件の特許出願を行なっており、いずれも各大学の知財部門と連携

をとりながら対応している。 

○単独個別特許とパテント・プールの使い分け 

従来の個別発明の単独特許に加え、同質テーマで複数の研究グループで得られた

発明についてはパテント・プール化し、技術のパッケージ化を行なう。（但し、具

体的事例はまだ発生していない。） 

○知財の一元管理 

  本事業開始後に、北海道 TLOの機能は北海道大学産学連携本部に統合され、北海

道 TLO は解散した。国による大学の産学官連携基盤整備プロジェクトが継続され、

本年 5月には北海道大学が承認 TLO となったことから、北海道大学、札幌医大、旭

川医大の主要３大学の知財管理体制は拡充されつつある。現在、主要３大学の知財

担当者による情報共有のための連絡会が開催され、知財のワンストップサービスを

可能とするような、実質的に一元管理が可能な体制を構築している。このような状

況変化や現在の知的財産管理体制の運用状況を見極めていく。 

○地域還元型知的財産創造サイクルによる持続型経済活性化 

 地域では国内外の大型ライセンス契約事例が出てきており、有望な知財を創出可

能な拠点としての知名度を高めている。このような事例の研究や関連情報の地域共

有化を図りながら同様の事例を積み重ね、知財の創造と知財化、地域への経済効果、

新しい知財創出への取組といったサイクル創出を目指していく。 

 また、こうした知的財産の利活用を長期的・戦略的に行なう人材として、前述の

とおり東大TLOでの技術移転業務経験者を科学技術コーディネータとして雇用した

ほか、北海道知的財産戦略本部の取組みなどを通じて、地域全体として技術移転や

特許流通のための人材育成に取組んでいる。 
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“Bio-S”の知財による地域経済への波及効果を生むように、大学特許の公開やシーズ･

ニーズのマッチング・イベントの開催など、地域企業への技術移転、知財流通活発化に取

り組んでいきたい。 

（５）人材育成戦略 
 近年、北海道におけるバイオ産業分野の成長は著しいが、これまで道内には大手製薬企

業や大手バイオ企業が存在しなかったことなどもあって、「マーケティングや販路開拓・

拡大」、「新技術、新製品・新サービスの開発」に課題を抱えているバイオ企業が多いと

されてきた。 

 こうした中、道内において、国際競争力のあるバイオクラスターを形成していくために

は、持続可能な発展に不可欠な基盤としての「人材の育成（質的向上）」と、「道内に限

らず優れた人材を活用・確保する（雇用の場の確保）」ということが重要であると認識し

ている。 

  このような基本的認識のもと、これまで以下のとおり取り組んできた。 

①健康科学産業クラスター形成を支えるための人材育成 

○人材育成プログラムの開発 

  健康科学産業に関するクラスター形成を支えていく人材育成のための「健康食品開発に

関わる人材育成プログラム」を現在開発中である。（図Ⅳ-12参照）これは、生命科学系の

学生、企業の食品 開発担当 者、看護師、栄養士等を対象に、機能性食品の開発や摂取に

関するアドバイスを行い得る人材の育成を目的としたものである。このような教育を通じ

て、食品臨床試験における幅広いボランティア層の育成を併せて実施していくことも考え

ている。 平成 21年中のカリキュラム完成を目指しており、続いて受講生の募集を開始し、

平成 22 年度からプログラム開始できるよう計画中である。将来的には、健康食品に関連

した資格取得に対応できるような内容のプログラムとしていくことを想定している。 

○次世代の人材育成 

即戦力の人材ばかりではなく、小中高校への出前授業など次世代の人材育成につながる

取組みを検討中である。また、若手研究者等を対象に、将来のコーディネータ人材として

の基礎研究から事業化までの多面的な能力を育てるための取組みを検討していく。さらに、

「グローバル産学官連携拠点形成」では、将来に向けて北大リサーチ＆ビジネスパークに

「健康科学・医療融合拠点」という大きな産学官連携拠点形成を目指している。そのため、

長期的な展望に立ち、大学・支援機関等と連携しながら次世研究者等の育成にも取組むこ

ととする。 

 
図Ⅳ-12 健康食品開発にかかる人材育成イメージ 
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②地域における人材育成 

a.人材の育成 

  ○ ＭＯＴ講座の実施 

平成 19年 11月に北海道経済産業局がＭＯＴ人材の育成のため、北海道ＭＯＴコンソーシア

ム（推進協議会）を創設し、複数の大学が連携して、ＭＯＴオープンカレッジを開催するなど、

起業や経営革新を行うイノベーション人材の育成に努めている。 

  ○若手研究人材育成事業（若手研究人材・ネットワーク育成補助金（Talent 補助金）など） 

（財）北海道科学技術総合振興センターでは、将来の北海道の科学技術力の強化及び新産業創

出に向け、研究者の人材育成及びネットワークの形成の視点から、若手研究者を支援している。

なお、主たる研究機関である北海道大学でも、学内の研究費配分において、若手研究者の萌芽

的研究への支援を行っている。 

 ○客員研究員招聘事業 

研究交流ネットワークの構築により、科学技術人材の質的向上を図るため、北海道では、道

立試験研究機関に対し、国内外の先進研究機関から研究員を客員として招聘している。 

○団塊の世代及び女性の起業支援事業 

団塊の世代及び女性の起業希望者に対し、一定期間、事業計画の立案などについて個別アド

バイスを行って起業に結びつける起業塾を実施している（年間 3回程度募集）。 

 ○基礎融合科学領域リーダー育成システム事業 

（科学技術振興調整費・若手研究者の自立的研究環境整備促進プログラム） 

基礎融合科学領域の若手研究者に、将来のテニュア職*への着任を予定したテニュア・トラ

ック（５年間）を提供し、独立型の研究環境と体験型の育成プログラムをもって、次世代の基

礎融合科学領域リーダーを育成している。 

  *テニュア職  教員の自由な教育研究活動を保障するため、心身に障害を負い、教育研究活動の継続が不可    

能になった場合を除いて、終身（定年まで）、当該大学の教員としての身分 を保障する制度 

○研究職員海外研究事業 

研究開発で世界をリードできる人材を育成するため、国外の先進研究機関等に研究職員を長

期派遣している（19年度 2名、20年度 5名、21年度 2 名）。 

b.人材の活用・確保 

  ○中小企業競争力強化促進事業 

   新分野・新市場進出等の食品工業に関する専門コンサルタントの招聘に要する経費への助成

を行っている（ファンド運用益による助成、年 5 件程度）。 

○人材誘致推進事業 

   首都圏等に在住する高度技術者等のＵ・Ｉターンを促進するため、首都圏及び道内の相談体

制を整備し、求人・求職情報を提供するとともに、北海道人材誘致推進協議会（事務局：北海

道経済部、28団体で構成）と連携し、全国的なＰＲを展開し、道内への人材誘致を推進してい

る。 

○スキルエンジェル 

   バイオ分野における実務経験や人脈等、バイオベンチャーの経営・事業運営に求められるス

キルを有する外部経営支援人材や北海道にゆかりのある道内外の人材を発掘・登録する北海道

経済産業局の事業である。この「スキルエンジェル」や弁理士等の専門家を活用し、バイオベ

ンチャーの経営指南を図ってきている。 

  ○雇用の確保 

 これまで、企業立地促進費補助金の活用による北大リサーチ＆ビジネスパークへの塩野義製

薬研究施設の誘致を図るとともに、ベンチャー企業育成ファンドや札幌元気ファンドなどを設

立し、それを活用した事業実施により、ベンチャー企業への投資を行うことで、道内における

バイオ関係企業への雇用の確保を図ってきている。また、“Bio-S”で採用・育成した人材につ

いては、事業終了後も、（財）北海道科学技術総合振興センターを含めた地域で引き続き活用す

るなど、道内における人材の集積や地域のスキルアップにつなげていく。 
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（６）事業推進体制 

 

    事業推進体制図は下記のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

         図Ⅳ-13 知的クラスター創成事業推進体制 

①知的クラスター本部等の体制 

○知的クラスター本部 
知的クラスター本部は、本部長を北海道知事、副本部長を札幌市長とし、以下事業総

括（専任）、科学技術コーディネータ（専任２名）、研究統括（兼任）、副研究統括（兼

任３名）、知財マネージャー（兼任）を配置している。 

 事業開始以降の研究体制面において、研究統括は、当初、知財マネージャーとの兼任

としていたが、双方の重要性に鑑みてそれぞれ専任とすることにした。また、研究副統

括については、当初１名体制としていたが、これを各研究領域の代表者(３名)とする体

制に変更、事業総括を頂点としたマネジメントに迅速に対応できる体制としてマネジメ

ント力の強化を図った。 

 ＜知的クラスター本部＞表Ⅳ-10            （平成 21年 7月末日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

役職 氏名 常勤・非常勤 現職 

本部長 高橋 はるみ 非常勤 北海道知事 

副本部長 上田 文雄 非常勤 札幌市長 

事業総括 鈴木 文夫 常勤  

研究統括 五十嵐 靖之 非常勤 北海道大学教授 

副研究統括 稲垣 冬彦 非常勤 北海道大学教授 

 同上 若宮 伸隆 非常勤 旭川医科大学教授 

 同上 西平  順 非常勤 北海道情報大学教授 

知的財産マネージャー 内海  潤 非常勤 北海道大学教授 

科学技術コーディネータ 木村 宏二 常勤  

 同上 本間 直幸 常勤  

 

 

 

研究ＷＧ

知的クラスター創成事業推進体制

事務局 研究統括
副研究統括

知財マネージャー

事業総括

科学技術コーディネータ
科学技術コーディネータ補佐

総
務
部

事
業
部

研究開発推進委員会

領域別研究進捗会議

事務局長

本部長：北海道知事
副本部長：札幌市長

文部科学省 北海道・札幌市

中核機関
（財）北海道科学技術総合振興センター

（ノーステック財団）

知的クラスター本部

研究ＷＧ研究ＷＧ研究ＷＧ

研究現場

知的クラスター本部会議
本部長、副本部長、
北海道経産局長、道経連会長、
中核機関副理事長
各大学長

知的クラスター創成戦略会議
事業総括、研究統括
道科学IT振興局長、札幌市産業振興部長、
関連団体、企業、大学、
弁理士

外部評価委員会

アドバイザー

北海道総合政策部
科学IT振興局科学技術振興課

札幌市経済局産業振興部

指定委託

委
嘱

外
部
評
価

助
言

北海道バイオ

産業クラスター・
フォーラム

連携

 



43 

 

  ○事務局体制 
中核機関である（財）北海道科学技術総合振興センターに知的クラスター推進室を設置

して知的クラスター本部事務局の運営を担っている。体制は、６名の職員が専任で従事し

ており、加えて、同財団の専務理事、常務理事が関係機関、関係部署との調整に大きく関

わるなど、組織全体で事業を推進している。平成 20年度からは、事業全体のマネジメン

ト強化や事業化の促進を目的として事務局内に「事業部」を新たに設置、専任の部長を置

くなど、主体的かつ機動的に事業の推進を図るべく体制を強化している。 

また、同財団は、産業クラスター（北海道バイオ産業クラスター・フォーラム）の事務

局を担うとともに、前述の「グローバル産学官連携拠点」調整機関ともなっていることか

ら、産業クラスターとの連携を日常的に図っているほか、産学官連携拠点を形成するため

の主要な事業である「オール北海道先進医学・医療拠点形成（橋渡し研究支援推進プログ

ラム）」や「未来創薬・医療イノベーション拠点形成（科学技術振興調整費）」との連携も

円滑に図ることが可能である。 

事務局活動には、北海道・札幌市の関係部署担当者が随時参加し、情報連絡・意見交換を

密に行なっており事業推進に十分な体制を確保している。 

 さらに、「グローバル産学官連携拠点」の整備計画に沿って、他のナショナルプロジェ

クトと の連携などを担うコーディネータ等の人材及び事務局員を補強の上活動を展開す

る予定である。 

  ○マネジメントの状況 
  本事業推進上の重要事項にかかる意思決定は、「知的クラスター創成戦略会議」におい

て内容を協議し、「知的クラスター本部会議」が最終決定を行なっている。研究開発面で

は、事業総括、研究統括、副研究統括による「研究代表者会議」、研究テーマ代表者によ

るテーマ間の横断的な討議の場とする「研究開発推進委員会」、また、領域別に進捗状況

の把握・研究加速化を検討する「領域別研究進捗会議」を新たに設置し、知的クラスター

本部と研究者間のコミュニケーションを深め意思疎通を図っている。 

日常の関係者間の情報共有の場としては、知的クラスター本部（事務局含む）、自治体（北

海道、札幌市）、中核機関等をメンバーとする知的クラスター本部事務局会議を毎年 10 回

以上開催している。随時、情報共有・事業推進面での協議を行ない、関係者間の連携を密

にし効率的な事業運営を進めている。 

 

○各種会議・委員会 

 ＜主要会議・委員会＞表Ⅳ-11 

会議・委員会名 内容 メンバー 開催頻度 
知的クラスター本部会議 事業方針、内容にかか

る重要事項の決定 

本部長（北海道知事） 

副本部長（札幌市長） 

北海道経産局長、道経連会長、

北大総長、札幌医大理事長、 

旭川医大学長 

年１～2回 

知的クラスター創成戦略

会議 

事業方針、内容にかか

る検討 

事業総括、研究統括、北海道、

札幌市、関係団体等 

 

年 3～4回 

知的クラスター本部事務

局会議 

事業方針、内容にかか

る検討 

事業総括、研究統括、 

自治体担当者、本部担当者 

 

月 1～2回 

外部評価委員会 事業、研究開発にかか

る外部評価 

 

宮城大学・津志田教授ほか 年 1～2回 

研究開発推進委員会 研究テーマ間の連携や

新たな研究の発掘など

効果的な研究進捗を図

ることを目的とする。 

事業総括、研究統括 

各研究テーマ代表者 

年 2～3回 
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＜知的クラスター本部会議メンバー＞ 

 知的クラスター創成事業推進上の事業方針、内容などの重要事項についての最高意思決

定機関として設定している。メンバーは地域の産学官トップにより構成している。 

   表Ⅳ-12                       （平成 21年 7 月末日現在） 

 氏名 役職 
本部長 高橋 はるみ 北海道知事 

副本部長 上田 文雄 札幌市長 

委員 柚原 一夫 経済産業省北海道経済産業局長 

委員 近藤 龍夫 北海道経済連合会会長 

委員 常俊  優 北海道科学技術総合振興センター専務理事 

委員 佐伯   浩 北海道大学総長 

委員 今井  浩三 札幌医科大学理事長 

委員 吉田  晃敏 旭川医科大学学長 

 

 

＜外部評価委員会メンバー＞ 

 従来、「研究評価委員会」として主に研究面について第 3者の観点での評価を実施して

きたが、評価の範囲を事業面にも拡大し、さらに十分な客観性の確保及び専門性の向上を

目的に委員構成を一部変更し充実した。これを機に名称も「外部評価委員会」に変更した。 

  表Ⅳ―13                               （委員長以下五十音順） 

  氏名 役職 
委員長 津志田 藤二郎 宮城大学食産業学部教授 

委員 桑田  有 人間総合科学大学大学院教授 

委員 隅藏 康一 政策研究大学院大学准教授 

委員 竹本 佳弘 SeedSeek 取締役 

委員 西島 正弘 国立医薬品食品衛生研究所所長 

委員 山﨑  朗 中央大学経済学部教授 

委員 渡邊  昌 生命科学振興協会理事長 

   

＜アドバイザー＞ 

 事業推進面・研究開発面で専門的なアドバイスを受けるため、各分野の専門家にアドバ

イザーとして参画を受けている。各アドバイザーには、必要に応じ随時相談し、適切なア

ドバイスを受けている。 

  表Ⅳ―14                                   （五十音順） 

氏名 役職 
荒磯 恒久 北海道大学教授 産学連携本部副本部長 兼 TLO部門長、事業化推進部長 

大味 一夫 科学技術振興機構 JSTイノベーションプラザ北海道館長 

蔭山 文次 KBCバイオビジネスコンサルタント 

前・大阪北部（彩都）地域知的クラスター本部副事業総括 

小泉 武夫 東京農大教授、北海道名誉フードアドバイザー 

高田 紘一 バイオビジネスコンサルタント 

飛谷 篤実 北海道ベンチャーキャピタル(株)投資事業部インベストメントマネージャー 

西村 由希子 東京大学先端科学技術研究センター知的財産権第部門助教 

本間 研一 北海道大学大学院医学研究科教授  

森永  康 日本大学生物資源科学部食品科学工学科教授 

八幡 義博 八幡法律特許事務所 

  

 

②地方自治体の体制 
 北海道・札幌市は、前述のとおり、「北海道科学技術振興条例」や「北海道科学技術振興

戦略」（以上北海道）、「札幌市科学技術振興ビジョン」など科学技術振興にかかる基本的な

構想等を定め施策を先導するほか、IT・バイオ等の新事業・新産業の創出に取組んできたと

ころであり、本事業の企画・立案から現在に至るまで、積極的に関与している。 

   



45 

 

a 北海道 

ⅰ．担当部署 
本事業の総合的窓口を所管する総合政策部では、担当者を配置するなど、事業執行

に関して、適宜知的クラスター本部への各種会議への出席、サポートのほか、本部事

務局や札幌市等との連絡調整、庁内関係部課、国の関係機関等との施策連携等を行っ

てきた。 

さらに、北大リサーチ＆ビジネスパーク推進協議会の事務局である（財）北海道科

学技術総合振興センターへの人員派遣による“Bio-S”への側面支援を行っている。 

【総合政策部科学 IT 振興局科学技術振興課（産学官連携グループ）】 

部   長 ― 局長・局次長 ― 課   長 ― 主幹(3名) ― 主査他(3名)  

   ※担当主幹 3名のうち、1名は経済部の担当主幹が兹務 

 

ⅱ．関係部署 
バイオ関連産業振興のため、バイオ企業の新産業創出やビジネス機会の創出などの

各種施策を推進するため、経済部内に担当の部署を設置し各種事業を実施してきた。

また、北海道産業クラスター創造事業の推進部署でもあり、両事業の連携を図ってき

ている。 

【経済部商工局産業振興課（バイオ・新産業グループ）】 

部   長 ― 局長・局次長 ― 課長(参事) ― 主幹(2名) ― 主  査  

   ※担当主幹 2名のうち、1名(バイオ・新産業 G)は企画振興部の主幹兹務 

 

b 札幌市 

ⅰ．担当部署 
“Bio-S”の総合的窓口を所管する経済局産業振興部では、担当者を配置するなど、

事業執行に関して、適宜知的クラスター本部への各種会議出席、サポートのほか、本

部事務局や北海道等との連絡調整、庁内関係部課、北海道経済産業局等との施策連携

等を行ってきた。 

さらに、北海道におけるバイオ産業の研究開発の中心的組織である（財）北海道科

学技術総合振興センター 研究開発部への人員派遣による“Bio-S”への側面支援を行

っている。 

【経済局産業振興部産業振興課（新産業担当課）】 

局   長 ― 部   長 ― 課   長 ― 係   長 ― 係   員 

    ※バイオ担当を設置 

 

ⅱ．関連部署 
北大リサーチ＆ビジネスパーク推進協議会の本市における事務局を担うなど、本市

の科学技術振興担当として“Bio-S”を側面から支えている。 

 【市長政策室政策企画部企画課】 

 局   長 ― 部   長 ― 課   長 ― 係   長  

    ※科学技術振興担当を設置 
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（７）研究開発内容 

  

○研究開発の全体計画 
 本事業の狙いは、世界トップレベルのライフサイエンス基礎研究基盤を推進し、継続的に

事業創成を行なうバイオクラスターの形成である。北海道の一次産業からの産物の付加価値

を、機能性評価の視点から明らかにしながら、食と健康と科学をキーワードに周辺領域での

産業の育成・高度化を図る。研究開発手法としては、医学系研究者を多く参画させ、臨床医

学・創薬科学というメディカルサイエンスの手法を取り入れ、従来のバイオテクノロジー優

先の開発手法をより我々の健康維持のためのニーズに近づけて、革新的な食材・検査キット

を開発することを目指している。従来、不十分であった食品の機能を臨床医学的な意義を踏

まえて科学的な裏付けを与えて開発を行なうものである。 

 研究開発を展開しているのは、「免疫・アレルギー改善」、「認知機能改善」、「代謝機能改善」

の 3 領域である。その根拠は、前述のとおり、参画研究者への医療・健康ニーズ調査、ヒュ

ーマンサイエンス振興財団の調査結果等を参考としたものである。研究開発テーマは、各研

究テーマのミッションから大きく２つのタイプに分けられ、この分類に応じてマネジメント

を行なってきた。 

１．事業展開上、特許（出願・取得）を重要視していくもの 

（研究テーマ番号①、②、③、④、⑤、⑥、⑦、⑧、⑫、番号は 3 ページの研究テーマ

一覧 表に対応） 

２．科学的エビデンスを基礎とした学術支援を行なっていくもの 

（研究テーマ番号②、⑨、⑩、⑪、⑬、番号は 3 ページの研究テーマ一覧表に対応） 

 事業開始以降、概ね目標に沿って生物学的評価系を確立してきた。現状、これら評価系に

ついて検証を重ねつつ整備を進め、各領域においてバイオマーカーの探索及び機能評価を本

格的に実施しているところである。 

 バイオマーカーの探索においては、認知症（認知機能改善グループ）、脂質代謝（代謝機能

改善グループ）の分野でバイオマーカー解析システムを構築、解析条件の最適化を進めた結

果、複数の有望なバイオマーカー候補を見出すことに成功した。また、見出されたバイオマ

ーカーの臨床的有用性と臨床検査への適用可能性を評価するための検証システムについても

運用試験を既に実施中である。診断情報とリンクしたヒトからのサンプル取得や精製の仕組

みの確立により、マーカー候補からターゲットを絞り、平成 21年度中の特許作成・出願を目

指している。但し、認知症バイオマーカーの探索においては、現時点の検証段階で予想以上

に時間を要することが明らかとなってきた。一方、プラズマローゲンの臨床的意義の確立を

通じたバイオマーカー探索は、目処を立てつつあり、食材評価も含めて、次年度に向けてテ

ーマのポートフォリオ再構築を実施予定である。 

 素材の機能性評価は、免疫・アレルギー改善グループ、代謝機能改善グループを中心に進

めている。免疫領域では、免疫バランス・腸管免疫・免疫抑制・免疫増強等様々な評価を進

めており、平成 20年度には、素材評価から見出された黒大豆 及び 春菊「ネピュレ」が、事

業化が進み、商品化まで実現している。代謝領域では、エピラクトースの新規機能性評価に

より開発のドライブがかかっている。フコキサンチン高含有食材（抗肥満）の商品化も進め

られている。 

 また、共通基盤グループにおいては、機能性食品開発にかかるインフラ整備として、小規

模ヒト介入試験モデルを複数の企業との連携により立ち上げ、今後の本格稼働を目指してい

る。 

 研究開発は、プロジェクトベースで考えると、凸凹はあるが、全体としてスケジュールど

おり進められていると考える。特に、⑧「脂質代謝改善作用をもつ機能性素材開発」でのプ

ラズマローゲンの臨床的意義を確立するための研究でのブレークスルーは、将来の大きな成

果が期待できるものであり、国際的インパクトも大きい。 
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○研究開発マネジメントツール 

 研究開発マネジメントについては、「事業化ロードマップ」、「Snapshot」というツールを

使って着実な推進と成果の確実な達成のための管理を行なっている。 

 

a.事業化ロードマップ 

    事業化への道筋を明らかにし、ゴールの具体像、参画企業の関わり方・タイミングなど

を明示した「事業化ロードマップ」を研究テーマ毎に作成し、事業化までの進捗管理を行

なっている。これにより事業化に向けたステージアップの状況、参画企業との調整のタイ

ミングなどが容易に把握でき、事業化促進のツールとして、また、研究者・企業とのコミ

ュニケーションツールとしても活用している。   

    実際の活動の中では、研究者・企業と適宜打ち合わせを実施、研究開発の進捗状況につ

いて常に最新の情報を把握し、研究の進捗が見られた場合にはロードマップを更新して、

進捗状況を反映させている。また、定期的にロードマップを見直し、問題点の把握・解決

を図りつつ、事業化に向けて現実的かつ適切なロードマップとなるよう改訂を進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 Ⅳ-14 事業化ロードマップ（見本） 

 

b.プロジェクト管理ツール「Ｓｎａｐｓｈｏｔ」 
「Snapshot」とは、“Bio-S”の全てのプロジェクトの現状を的確に把握することで、

それぞれのプロジェクトに対して効果的にマネジメントを行なう目的で開発したプロジ

ェクト管理ツールである。図Ⅳ-15のように項目を設定し、項目毎にその進捗状況や課題・

問題点の有無、重要度により 3色に色分けすることでプロジェクトの状況を一目瞭然に把

握可能とするものである。 

これらの情報を、閲覧に関しての制限を加えた上で Web 上での関係者間の情報共有を可

能にし、課題・問題点への速やかな対応を促すことで、研究開発の促進を図るためのツー

ルとして活用していくことを目指している。現在のところ試用段階であるが、今後、実際

の運用を進める中でさらに機能充実を図り管理ツールとしての有用性を高めていく。 

「Snapshot」のイメージは図Ⅳ-15、16のとおり。画面上で各プロジェクトの状況が色

で識別され一覧できるようになっている。項目毎のセルを押下すると、詳細情報が記載さ

れたバルーンが表示される。（図Ⅳ-16 参照）各テーマの研究計画書、事業化ロードマッ

プもデータとして搭載し、閲覧可能な仕組みとなっている。 
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  【色の説明】 

       ・・・問題なく順調 
       ・・・課題はあるが、対応または克服することが可能 

       ・・・プロジェクトの進捗に影響を及ぼす重大な課題があり、その   

           対応策がないか克服が困難 

 

 

図Ⅳ-15 Snapshot トップページ（見本） 

 

 
 

図Ⅳ-16 Snapshot 詳細情報表示のイメージ（見本） 

(株 )○○○○○○

(担 )△△△、○○○、◇◇◇◇

■■■■■■ (株 )

(担 ) ◇◇◇◇、○○○

 

 

 




